
時期 見直し事項 備考

2021年6月30日 移行基準日
 上場会社に対して、新市場区分の選択
に際し必要な手続きや提出書類等を7
月9日に通知

2021年9月1日～
12月30日

上場会社による新市場区分の
選択申請手続き

 新市場区分の上場維持基準と改訂コー
ポレートガバナンス・コードを踏まえた選択

2022年1月11日
（予定）

移行日に上場会社が所属する
新市場区分の一覧の公表  当取引所ウェブサイトにおいて公表

2022年4月4日 一斉移行日  新市場区分への移行完了

2021年7月13日
三井住友DSアセットマネジメント

チーフマーケットストラテジスト 市川 雅浩
市川レポート

 東証の1次判定の結果、市場第一部上場2,191社のうち664社がプライム上場維持基準未達。
 ただ基準未達でも想定新市場への移行が可能となる仕組みがあり、過度に懸念する必要はない。
 市場再編により、今後は株式の持ち合いや親子上場の解消が進み、合併の動きも増える可能性。

1

東証の1次判定の結果、市場第一部上場2,191社のうち664社がプライム上場維持基準未達

東京証券取引所（以下、東証）が運営する株式市場は現在、「市場第一部」、「市場第二部」、「マザー
ズ」、「ジャスダック」の4市場に区分されていますが、これらは2022年4月4日より、「プライム」、「スタンダード」、
「グロース」という、3つの新しい市場区分へ移行します（図表1）。新市場への新規上場および上場維持には、
厳格な審査基準が設けられており、特に、市場で実際に売買できる「流通株式」が重視され、その定義が見直さ
れました。

東証は、6月30日の移行基準日におけるデータをもとに、全上場企業3,738社について、新市場区分の上場
維持基準への適合状況を調べる1次判定を行い、その結果を7月9日に各社へ通知しました。東証によると、市
場第一部に上場する2,191社のうち、約30%にあたる664社が新たに最上位となるプライムの基準を満たして
おらず、また、全上場企業では、約26%の965社が移行先として想定される新市場の基準を満たしていません
でした。

東証プライム移行で664社が基準未達の意味すること

【図表2：今後の工程とスケジュール】【図表1：市場再編のイメージ】

(注) 新しい市場区分のカッコ内は主な基準。
(出所) 日本取引所グループの資料を基に三井住友DSアセットマネジメント作成

(出所) 日本取引所グループの資料を基に三井住友DSアセットマネジメント作成
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（流通時価総額100億円以上など）
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（同10億円以上など）

グロース
（同5億円以上など）
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ただ基準未達でも想定新市場への移行が可能となる仕組みがあり、過度に懸念する必要はない

上場維持基準が未達となった企業は、この後、追加報告を行い、2次判定を受けることになります。また、全上
場企業は、9月1日から12月30日までの間に、自ら希望する新市場区分を選択し、申請することになります
（図表2）。なお、仮にある企業が、希望する新市場区分の上場維持基準を満たしていなかったとしても、「上
場維持基準への適合に向けた計画書」を提出すれば、経過措置が適用され、希望先への移行が認められます。

つまり、今回の1次判定により、移行先として想定される新市場の上場維持基準が未達とされた企業でも、想
定市場への移行が可能となる仕組みが整備されているため、基準未達の社数をもって、市場への影響を過度に
懸念する必要はないと考えます。なお、上場企業による新市場区分の選択結果は、2022年1月11日に、日
本取引所グループ（JPX）のウェブサイトで公表される予定です。

市場再編により、今後は株式の持ち合いや親子上場の解消が進み、合併の動きも増える可能性

現行の4市場区分から新たな3市場区分への移行については、当分の間、緩和した上場維持基準が適用さ
れるため、大きな混乱はないとみています。ただ、市場再編により、上場企業に要求されることが増え、複雑になっ
たため、例えば、プライム市場に残ることのメリットとコストを熟考する企業も出てくると思われます。また、全体的に
は、株式の持ち合いや親子上場の解消が進み、合併の動きも増えることも予想されます。

なお、東証株価指数（TOPIX）は、2022年4月4日以降も存続するため、例えば、TOPIXに連動するパッ
シブ運用に大きな支障は生じないと考えます。しかしながら、流通株式時価総額が100億円未満の銘柄は、段
階的にウェイトが逓減し、最終的に除外される可能性が高いため、これらの銘柄は株価への影響が予想されます。
それでも、100億円未満の銘柄はTOPIX全体に占める割合は小さいため、TOPIX自体への影響は限定的と
思われます。

■当資料は、情報提供を目的として、三井住友DSアセットマネジメントが作成したものであり、投資勧誘を目的として作成されたもの又は金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。■当資料に基
づいて取られた投資行動の結果については、当社は責任を負いません。■当資料の内容は作成基準日現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。■当資料は当社が信頼性が高いと判断
した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。■当資料に市場環境等についてのデータ・分析等が含まれる場合、それらは過去の実績及び将来の予想であり、
今後の市場環境等を保証するものではありません。■当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者および許諾者に帰属します。■当資
料の内容に関する一切の権利は当社にあります。本資料を投資の目的に使用したり、承認なく複製又は第三者への開示等を行うことを厳に禁じます。■当資料の内容は、当社が行う投資信託および投資
顧問契約における運用指図、投資判断とは異なることがありますので、ご了解下さい。

三井住友DSアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第399号
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